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ゴリー別に，対象となる NPO 等の支援を実施する。個人や企業の CSR 活動で参加するプ
ロボノワーカーと，NPO 等との連携・協働を推進している。 















































































 地域や学校と連携して，「持続可能な発展のための教育」（Education for Sustainable 
Development, ESD）推進事業を実施している公民館の事例である。岡山市京山地区 ESD
推進協議会をプラットフォームに，地域の小中学校の教員，児童生徒，大学，工業高校等
















































































































































































































































































































































































































































































































































No 調査対象機関 タイトル 対応者職・氏名（調査年月日） 執筆者
１．行政主導のまちづくり
１ 神奈川県小田原市「お







〒250-0042 神奈川県小田原市荻窪 300 






























・高知県土佐町教育長 窪内 靖 氏
・前土佐町教育長 川田米實 氏
〒781-3401 土佐郡土佐町土居 206 











(平成 27 年 8 月 22 日) 
〒781-3221 高知市土佐山桑尾 13 
②特定非営利活動法人土佐山アカデミー
・事務局長 吉冨慎作  氏 
〒781-3221 高知市土佐山桑尾 1856-1 








デミー副理事長・事務局長 関 智義 氏
・特定非営利活動法人かわさき市民アカ
デミー事務職員 西山 拓 氏
〒211-0064 神奈川県川崎市中原区今井南
町 514-1 川崎市生涯学習プラザ 3F 


















〒892-0815 鹿児島県鹿児島市易居町 7－2 











〒891-1541 鹿児島県鹿児島市野尻町 205 




















〒892-0816 鹿児島県鹿児島市山下町 14- 
50 かごしま県民交流センター1 階 



















ター 顧問 吉川理恵子 氏
〒104-0061 東京都中央区銀座 8 丁目 12
番 11 号  第 2 サンビル 5F 


































































議 専務理事 内田洋子 氏
〒780-0862 高知市鷹匠町 2 丁目 1-43
高知市たかじょう庁舎 2 階 高知市市民活
動サポートセンター内













〒399-2431 長野県飯田市川路 2363 









・東野公民館主事 和田健太朗  氏
・上村公民館主事 村澤勝弘 氏
〒395-0085 長野県飯田市吾妻町 139 番地 
・飯田 OIDE 長姫高校 教諭 浅井勝巳 氏 
〒395-0804 長野県飯田市鼎名古熊 2535－2 


















































































〒546-0034 大阪市東住吉区長居公園 1-23 




















シアター副館長兼管理部長  吉森健児 
氏
〒661-0012兵庫県尼崎市南塚口町3-17-8 








メント・ディレクター  宍戸遊美 氏
〒 101-0021 東 京 都 千 代 田 区 外 神 田
6-11-14 









働教育部門教授  池田啓実 氏
〒780-8520高知市曙町 2-5-1 IKUS 2階 































１－１ 神奈川県小田原市「おだわら TRY プラン（第５次市総合計画）」： 
策定プロセスにおける無作為抽出型市民参画手法の導入
１．調査対象と連携先










































うものである。結果として，63 テーマに対して，各団体等からの政策提言 170 の約 7 割，
市民討議からの提案意見 807の約７割が市総合計画試案に反映された。
























写真１「おだわら TRY フォーラム」の様子 
小田原市ウェブサイト及び『広報おだわら 2009 年 10 月 1 日号』より抜粋  
 なお，当市の平成 17（2005）年国勢調査に基づく人口実態と比した参加者の属性は，








 図表３「おだわら TRY フォーラム」への参加者の属性 
 
































































































３）調査年月日：平成 27（2015）年 3月 24日 
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NPO 法人市民等議会推進ネットワークウェブサイト <http://cdpn.jp/> (最終閲覧日：平成 27（2015）
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大住莊四郎（2011）「ポストモダンの総合計画づくり—『イマジンまつど』『小田原市総合計画」の事
例から—』 ESRI Discussion Paper Series No.260, 内閣府経済社会総合研究所 




 １－２ 岩手県紫波町「オガールプロジェクト」： 官民が連携した公共施設 



























































































































図表 2 紫波町のプロジェクトの概要 
   

























































































































































































８．基本的事項   
１） 調査対象機関：岩手県紫波町のオガールプロジェクト（公民連携に基づく公共施設建設） 





民連携手法による都市整備：紫波中央駅前オガールプロジェクト」『東北活性研』18, 2015 年, 4-8；鎌田千市「紫
波中央駅前都市整備事業〜オガールプロジェクト〜」日欧政策セミナ ,ー 2015；鎌田千市「オガール紫波の公民
連携」第 10 回国際 PPP フォーラム（東洋大学）2015；「稼ぐインフラの実現」公民連携事業機構, 2014 等。 
（２）例えば，猪谷千香「岩手県紫波町『オガールプロジェクト』：補助金に頼らない新しい公民連携の未来予
想図」『ハフィントンポスト』2014 年 9 月 10 日等。




う資金調達手法」のこと（東洋大学 PPP 研究センター編『公民連携白書 2013〜2014：省インフラ』 時事通信
社, 2013, p.157.）。 
（４）東洋大学 PPP 研究センター編『公民連携白書 2013〜2014：省インフラ』 時事通信社, 2013，p.133.  
（５）清水義次「民間が生きる街再生 5 ヶ条」『日経アーキテクチュア』1032, 2014, pp.78-83. 
（荻野 亮吾・中村 由香） 
 
29
１− ３ 山梨県都留市「リツール」（Re：Tsuru）：都留市活性化コンソー 




















































































































































































































１） 調査対象機関：都留市産業振興課   
シナプテック株式会社 
 ２） 調査対象者：産業振興課長 小宮 敏明氏 
代表取締役  戸田 達昭氏 




























Furco, A., 2010, “The Community as a Resource for Learning,“ in OECD (ed), The Nature 
   of Learning: Using Research to Inspire Practice.（邦訳）立田慶裕・平沢安政監訳(2013)  
  『学習の本質――研究の活用から実践へ』明石書店，第10章. 
戸田達昭, 2012, 「地域における学びあいをベースとした熟議と協働――生涯学習の新たな展 
  望について」『社会教育』67(10): 14-21. 
戸田達昭, 2013, 「学びの推進は学びの必然性の創出から――企業の生涯学習参画推進から見 
  えたこと」『社会教育』68(9): 6-11. 






























保育所 小学校 中学校 
園児数 児童数 教職員数 生徒数 教職員数 
平成７年度 148 349 51 170 19 
平成 12年度 122 275 51 154 18 
平成 17年度 112 205 41 121 15 
平成 22年度 110 169 18 95 15 
平成 23年度 110 170 16 92 15 
平成 24年度 103 149 16 93 15 
平成 25年度 107 150 17 83 18 




6,679  6,663  
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８．基本的事項 
１）調査対象機関：高知県土佐町教育委員会 
２）調査対象者：土佐町教育長 窪内  靖 氏 
        前土佐町教育長 川田 米實 氏 








土佐町教育委員会「豊かな心を育む教育—第二次土佐町教育振興計画」平成 24 年 3 月 
土佐町教育委員会「第二次土佐町読書活動推進計画」 




１－５ 高知県高知市土佐山地区：地域をつくる「土佐山学舎と土佐山ア  





























































































































































２）調査対象者：教育政策課企画監 和田 広信 氏 
        土佐山学舎校長 竹﨑 優子 氏  
３）調査年月日：平成 27（2015）年８月 22日 
 
１）調査対象機関：特定非営利活動法人土佐山アカデミー 
２）調査対象者：特定非営利活動法人土佐山アカデミー事務局長 吉冨 慎作 氏 
３）調査年月日：平成 27（2015）年８月 23日 
 
注： 
（１）高知市教育委員会教育政策課「夢を描き 自分を見つめ 道を拓く 挑戦！土佐山学舎」 
（２）土佐山小中一貫教育検討委員会「高知市立土佐山小学校・高知市立土佐山中学校 土佐山の小中
一貫教育」平成 26 年 2 月 
（３）「土佐山学舎」平成 27 年度学校案内 
（４）高知市「土佐山百年構想」平成 23 年３月２日 
（５）「TOSAYAMA ACADEMY」パンフレット p.7. 
（６）「土佐山アカデミー」紹介スライド（平成 27 年 8 月 23 日） 












































































































































































































































       事務職員 西山拓氏 
３）調査年月日：平成 26（2014）年 11月 26 日 
 
注： 
（１）「かわさき市民アカデミーパンフレット」（2014 年 8 月現在）より   
（２）山口利幸（元 NPO 法人かわさき市民アカデミー理事）「アカデミーの存続危機に際して：改革協議
会の頃」『かわさき市民アカデミー20 周年記念誌』2013 年，pp.41-43. 
（３）川口重治（元 NPO 法人かわさき市民アカデミー理事）「NPO 設立当初の苦労」『かわさき市民アカ
デミー20 周年記念誌』平成 25（2013）年，pp.44-45. 
（４）篠原一「アカデミー20 周年に寄せて：市民大学が市民社会を強化する時代」『かわさき市民アカデ
ミー20 周年記念誌』平成 25（2013）年，pp.35-36. 
（５）『かわさき市民アカデミー20 周年記念誌』（平成 25（2013）年）に掲載されている限りでも，受講



















































































































































 １)調査対象機関 ：むなかた市民フォーラム(中間支援市民活動団体) 
 ２)調査対象者 ：事務局長 梶栗 みき 氏 
 ３)調査年月日 ：平成 26（2014）年５月 22日 



































②天文館ビジネストークセッション（Ten Biz）TenBiz も TenDoku とほぼ同時期の平
成 22（2010）年１月から始まっている。「鹿児島のビジネスを根っこから盛り上げよう」
というコンセプトの事業である。社会人の学びとスキルアップのために延べ開催回数














年の３年間で 41 人の新規事業開発をサポートし，平成 24（2012）年から平成 26（2014）年
は離島や中山間地域において地元の特色を見事に生かした商品開発支援を行ってきている。 






































































































































































































































































































































２）調査対象者職・氏名：理事長 福島 大輔 氏 













（最終閲覧日：平成 27（2015）年 1 月 12 日）
（豊 浩子） 
72




車で東の方角に約 1 時間半のところにある。人口は，平成 27(2015)年３月現在で 5,398 人

































 ２． 事業の概要  
「NPO 法人ほかげ」は，理事長１人，理事１人，農家の者３人，U ターン者１人，その














































































































８．基本的事項   
１）調査対象機関：特定非営利活動法人ほかげ 
２）調査対象者：特定非営利活動法人ほかげ 理事 野間克実 氏 











３−１ 鹿児島県共生・協働センター：公設公営鹿児島県共生・協働センタ  ー











































































年度から急激に増加し，平成 26（2014）年には 853 と直線的な増加を見ている（図表１参
照）。この数を全国の NPO 法人数と比べてみると，最も多い東京都が 9,341，次いで大阪
府 3,471，神奈川県 3,350と大都市圏が並ぶ中で，鹿児島県の 853は 47都道府県中 13番目
となっている（平成 26（2014）年９月 30日現在）。また，人口 10万人当たりの NPO 法人
数で見ると，平成 16（2004）年には，鹿児島県は 6.65 であり，47 都道府県で最下位であ










している。平成 10（1998）年に NPO 法と言われる「特定非営利活動促進法」が制定され
NPO 法人の制度的基盤が整ったことを起点に，平成 17（2005）年の「介護保険制度改正」
「障害者自立支援法」などの制定により，関連 NPO 法人が増加した。また，平成 22～24
（2010～2012）年，民主党政権下で「新しい公共」支援事業が推進され，事業交付金，寄
0 3 9 
22 29 48 61 105 
108 73 62 69 90 105 73 79 24 













平成 17 年 介護保険制度改正 
平成 10 年 NPO 法施行 
平成 17 年 障害者自立支援法 
鹿児島県「共生・協働の地域社会づくり」スタート








図表２ 鹿児島県の分野別 NPO 法人数（８）
注１）1法人当たり平均３-４の活動分野。 











































































































２）調査対象者：徳田 洋 氏 
３）調査年月日：平成 26（2014）年 12月２日 
【参考文献】 






















このプロボノ, つまり, 「社会的・公共的な目的のために, 自らの職業を通じて培ったスキルや知
























他方, サービスの支援先は, NPO組織が主だが, 社会福祉法人や公益法人, 一般社団法人も含まれ
る。サービスごとの支援団体数を見るとおよそ以下のようになっており, ウェブサイトのサービスグ

























現在のプロボノワーカーは, 大きく分けると, ４分野のスキルを持つ人々がいる。マネジメント, 
クリエーティブ, ウェブ開発, マーケットリサーチである。 
その内容は, 下記の八つのプログラムにわたっており, それぞれのサービスを行う中で, NPOがそ
れぞれに充実した成果物を作る支援を行っている。そこでは, ウェブから始め, フローの設計, マニ
ュアルや営業資料, 寄付管理, 計画立案, 調整報告などの成果物を生む。目標が成果物として明確な





えていく機能性と, 人目を引くデザ イン性を兼ね備えたウェブサイト構築を通じて,  NPOの発信
力を高め, 活動の広がり」を応援 













するために業務フローを改善し,  必要な業務ツール類を制作」 
⑥プログラム運営マニュアル・サービスグラント：「一部の限られたスタッフのみがノウハウを持って
いる業務を整理し『マニュアル』にまとめ」る。「業務効率を高めるだけでなく,新人スタッフ等に活


















事業の設立は, 『プロボノ』の著者であり, NPOサービスグラントの代表理事, 嵯峨生馬氏による。
同氏が, 平成16（2004）年に, 国土交通省による米国のNPO調査の過程で, Taproot foundation と
いうプロボノの団体に関心を持ったことが, 同事業の発端となる。サンフランシスコから活動を開始







けたが, 2件は成功, １件は失敗。そこで, 米国の例を参考にして, 進行ガイドを作成, 平成17（2005）
年～平成19（2007）年は, 手探りで行った。平成21（2009）年には日本財団より支援を得て, 平成
25（2013）年で42件, 平成26（2014）年で81件のプロジェクトを進行している。また, 大阪でも平
成22（2010）年21件, 平成23（2011）年27件, 平成24（2012）年33件と少しずつ増加している。 




る。第２の目的は, そうした活動が, プロボノワーカーとして参加する専門的な社会人を, 社会貢献
活動につないでいくという点である。 
プロボノの目的として, 嵯峨氏が挙げるポイントは三つある（嵯峨, 2011年, 24～26ページ）。第
１は, プロボノが, 「社会的・公共的な目的」で行われ, 社会の課題解決に寄与するという点である。




ボノとなる。ただし, 第３のポイントは, そうして提供されるサービスが, あくまで自発性と無償性
によって行われるボランティア活動という点である。 
この三つの特徴がプロボノの課題ともつながっていくが, それ以前にサービスグラントは米国の
Taproot foundationからプロボノ活動の運営のノウハウを多く学んでおり, きわめて組織的, システ
マティックに行われている点が, 発展の一つの条件となっている。 




ている（嵯峨, 2011年, 110～131ページ）。 
 Step 1 効果的なプログラムを設計する 
 Step 2 機能するボランティアを集める 
 Step 3 NPOの意識を高める 
 Step 4 着実な進行管理を行う 
 Step 5 プロボノの価値を正当に評価する 
Step１は, プロボノ活動の主役である, スキルを提供するボランティアに支援を受けるNPO，プロ
87




うなボランティアは, 初めから参加が難しい。特に, プロボノ活動では, 一人のプロボノワーカーで
はなく, 多様な役割を持つ専門家がチームになって事に当たるため, 一層本当に働けるボランティア
が必要とされる。 
同様に, Step３では, 支援対象となるNPOも一定の基準によって採択されなければ, プロボノワ
ーカーを投入する価値や成果が大きく減退する。そのため, サービスグラントは支援するNPOにつ
いて, 明文化された運営規約を有する, 一定の活動実績をもつ, 専属のスタッフがいる, 夜や土日の
会合に参加できる, プロジェクト窓口の担当者を置く, 東京又は大阪周辺を主たる活動現場とする, 
独自の手法や工夫を持つ, 安定した経営基盤の強化を目指すプロボノプロジェクトを中長期的計画に
組み入れている, 成果活用の意図が明確, 発展に応じて伸びるサービス提供者への対応が可能, とい
った基準を設けている。組織基準, 事業の内容と方法の基準, 成果の基準である。こうした基準は, 
Taproot foundationを参考としながら, 日本らしく, 一層細やかなものとなっている。 
Step４は, プロジェクト開始から成果の達成までが長期間にわたるために, 期待されるステップで
ある。プロジェクトの活動に従事するプロボノワーカ ,ー NPO, そしてプログラムの主催者にとって
は時間と手続が必要とされる。サービスグラントでは, そのために, 「ブループリント」（進行ガイド）























他方, マイナス面では, ５％程度で, 「会社の仕事がおろそかになり, 支障が出た」や, 4%程度で
「自由に使える時間が減り, 家族などプライベートな人間関係が悪化した」という回答も見られる。 
しかし, 総じて, プロボノワーカーの参加とプロボノ活動の効果は極めて良好であることが分かる。
また, 支援対象となったそれぞれのNPOの広報効果, 経営の向上効果については, 好意的な賛辞も
寄せられているが, この点については, 嵯峨氏も述べるように, 一層綿密な効果測定も必要だろう。





























は名古屋, 横浜, 博多, 札幌などでの発展が期待できる。 
３）プロボノワーカーの職種と, まだまだ限定されているサービス活動 
第３に, プロボノワーカーの職種が, サービスグラントの提供しているサービスの種類によって限
定されている。しかし, そのサービスが, NPO活動全般のプロジェクトへと発展していくためには, 





８．基本的事項   
１）調査対象機関：特定非営利活動法人サービスグラント 
２）調査対象者：特定非営利活動法人サービスグラント 代表理事 嵯峨生馬 氏 
３）調査年月日：平成26（2014）年11月25日 
                        
【参考文献】 












































































































































































                          
                            ①地域性重視 
                            ②相互理解・自主性の尊重 
                            ③公開性・公平性・透明性の確保  
                            ④立場の対等性 
                            ⑤事業目的の共有化 
                           
                             








































２） 調査対象者：特定非営利活動法人ＮＰＯサポートセンター顧問 吉川理恵子 氏 





（７）中央区協働推進会議「中央区協働推進会議報告書」(2009 年 10 月), p.１.







（最終閲覧日：平成 26（2014）年 12 月１日）
（２）東京都中央区「地域との協働指針－みんなでつくる快適で活力に満ちた都心型協働社会」(2006
年 3 月), p.８.
（３）中央区協働事業提案「スタートガイド」, p.３．








































































































































































































































１）調査対象組織 NPO法人 Fathering Japan（ファザーリング・ジャパン） 
２）調査対象者  徳倉 康之 氏（インタビュー当時：ファザーリング・ジャパン理事） 































































































































































































































































    １）調査対象組織 日本財団 ソーシャルイノベーション本部国内事業開発チーム 
「ママの笑顔を増やすプロジェクト（ママプロ）」 
  ２）調査対象者  高島 友和 氏（国内事業開発チームリーダー，インタビュー当時： 
経営支援グループ事業企画チームリーダー） 




（最終閲覧日：平成 28（2016）年１月 16 日） 
ママプロ HP<http://mamapro.jp>（最終閲覧日：平成 28（2016）年１月 16日） 





























２． 事業の概要  
「食」情報センターでは，ガス器具を使用した料理教室などの主たるサービスの中で，





























































































































































                 
８．基本的事項   
１） 調査対象機関：東京ガス株式会社 
２） 調査対象者：東京ガス株式会社 CSR 室長 三宅 智 氏 
東京ガス株式会社「食」情報センター所長 工藤裕子 氏 
東京ガス株式会社「食」情報センター 上南昭子 氏  










５−２ 大阪府立金岡高等学校：企業との連携によるアクティブ・ラ  ー































































 １学期は、この「探究（笑育）」を 7回（全 10時間）の構成で行なってきた。指導計画
の概要は以下のとおりである。 
図表１ 指導計画 
回 時 学習活動 





・ボケの仕組みを考える   など 










４ 6 他己新聞の作成 
・先生（学級担任）の過去を聞き出す 
・自分史を基にした他己新聞作成 
５ 7 自分史漫才をつくる 
・漫才台本のつくり方を学ぶ 
・出来上がった台本のブラッシュアップ 



























































































































































８．基本的事項   
１） 調査対象機関 大阪府立金岡高等学校 
２） 調査対象者 大坂府立金岡高等学校校長 和栗 隆史 氏  





       学校支援 
 
１．調査対象と連携先 
 夢育支援ネットワークは, 地域住民, 保護者, 教員が一体となり子供を支援する学校づ
くりを目指して平成 12（2000）年に活動が始まり, 平成 15（2003）年 11 月７日に NPO
法人の認定を受けている。同 NPO は, 東京都三鷹市立第四小学校の職員室に隣接した空
き教室に事務局を設置し, 理事長１人, 会計１人, 代表１人, スタディ・アドバイザー
(SA), コミュニティ・ティーチャー(CT）, きらめきクラブ指導者, ホームページ・メル



























 第１に, スタディ・アドバイザー(SA)は, 授
業支援ボランティアで, 算数のプリントやドリ
122







 スタディ・アドバイザー(SA)の登録は更新制で, ４月１日から翌３月 31 日までの１年
間となっている。平成 26（2014）年度末現在, スタディ・アドバイザー(SA)の登録者数
は 141 人で, うち保護者が 106 人, 地域の方が 35 人となっている。スタディ・アドバイザ
ー(SA)の実施状況について, 教科, 学年, 単元名等を示すと図表１のようになる。平成
26（2014）年度では, 延べ 818 人が, 延べ 295.5 時間の学習支援を行っている。 
 
図表１ スタディ・アドバイザー(SA)の実施状況 








































音楽朝会・ピアノ伴奏 3 年 


























































































CT の発掘や依頼については, 授業の内容に応じて事務局がコーディネートを行い, 地域
123
のシニア, 農協, 商店会, 青年会議所, 大学などの多様な分野の専門家が協力している。 
平成 26（2014）年度は, 「昔あそびの会」「どこ竹三鷹」等の地域のシニアに依頼した










らは, 夢育の事業として独立した。クラブは, 毎週, 月 1 回, 単発の企画, 大人の参加が
可能なもの等, 多様な活動が企画・運営されている。 
 平成 26（2014）年度に支援した, 継続的に行う子供対象のクラブ形式の活動は, 地域の
スポーツクラブ３, むらさき子ども広場の事業４, 地域子どもクラブ事業として行う「四
小きらめきクラブ（はんぐるクラブ, PC クラブ, アップル組, 吹奏楽クラブ, 書道クラ
ブなど）」13, 大人対象のものが３, 及び, 校庭開放であった。単発のイベントとしては, 
他団体と連携して, 学校キャンプ, 俳句を作ろう, 親子囲碁教室等を行っている。 
 その他, 第一中学校の学力向上への支援として, 自習室サポートを行っている。定期テ




地域と子供が共に育つための事業として, 平成 26（2014）年度は, 夏祭り「わくわく四
小フェスタ」及び親子の認知症サポーター養成講座を開催している。わくわく四小フェス
タでは, 町会等の地域団体とともに, 第四小学校で夏祭りを開催するとともに, 第一中学
校と連携して, 中学生の発表参加と中学生ボランティア受け入れ等を, 事務局としてコー




 教育ボランティアのコミュニケーションと支援のための活動として, 平成 26（2014）年
度は, SA と学校の教員, きらめきクラブに関わるボランティアと学校との交流を図るた





 夢育支援ネットワークでは, 三鷹市の小学校を対象として, （１）教育ボランティアの
124























環境が整備できていたことが挙げられる。事務局を立ち上げる段階の, 代表者が IT 関係
者だったということもあり, 学校とは独立した形でネット環境が整備されていた。そのた






連携のメリットと効果としては, 第１に, 児童に与える影響として, SA や CT の活動を
通した学校の教育の質の向上がある。例えば, アンケート調査によれば, 算数を好きだと




















援ネットワークは三鷹発の教育支援 NPO として, 10 年を超える実践が積み重ねられ, 実





第２に, 課題として, 財政的な基盤を強化していくことがある。現在は, 個人, 団体有
志からの寄付金及び法人等からの支援金の受け入れ, 法人団体の助成金の申請・応募など





 夢育支援ネットワークの取組は, 子供, 学校, 地域をつなぎ, 地域の発展を目指した学
校づくりを創造する極めて貴重な試みと言える。コーディネーターとして機能する学習支
援活動は, 子供の学びの質を高め, 学びの経験を豊かにすることに成功している。一方で, 







 １）調査対象機関：NPO 法人「夢育支援ネットワーク」 
 ２）調査対象者職・氏名：理事長 大門 由起子 氏, 代表 森本かおり氏 





       市民を結集 
 
1．調査対象と連携先 












































 「とさっ子タウン」は平成 21（2009）年にスタートし，以後，毎年度行われ，平成 25（2013）
年度からは毎年８月に開催されている その目的は，「異年齢間の子供同志のコミュニケー
ションの場や生まれ育った地域に対する誇りを持てるような『きっかけ』をつくること」（１）































































































































つの契機として，「とさっ子タウン」の取組は多くの副次的効果を有していると思われる。   
 
８．基本的事項   
１） 調査対象機関：認定特定非営利活動法人 NPO 高知市民会議 
２） 調査対象者：認定特定非営利活動法人 NPO 高知市民会議 専務理事内田洋子 氏  







































































































































































































































て」『日本公民館学会年報』11, 2014, pp.104-114 も参照のこと。 


















































図表１ 課題研究の内容（平成 26（2014）年度） 
地区 開始年度 参加人数 活動内容 




東野 H26〜 ５人 買い物弱者支援としてのリヤカー行商の実施 
買い物についての意識調査の実施 
松尾 H25〜 11人 商店街（サンロード八幡）へのイベントの参加 
商店街への提案，プレゼンテーション 

















東京品川区で上村の観光 PR を実施 
 
（２）推進体制 
 「協定」を結んだ三者の役割であるが，飯田 OIDE 長姫高校がカリキュラムの企画・実施を，
松本大学と飯田市は授業計画への助言，講師の派遣や斡旋を担うことになっている。この三者
の間で各種の調整会議を開くことになっている。まず定例委員会として，松本大学教授と，飯



















































































































８． 基本的事項   
１） 調査対象機関:飯田市内の各地区公民館（地域人教育の受け入れ地区） 
２） 調査対象者:菅沼美津子（橋南公民館主事）・横山功基（橋北公民館主事）・ 
      和田健太朗（東野公民館主事）・村澤勝弘（上村公民館主事） 
３） 調査年月日:平成 27（2015）年 1月 19日 
 
１）調査対象機関:飯田 OIDE 長姫高校 
２）調査対象者:浅井勝巳（飯田 OIDE 長姫高校教諭） 
３）調査年月日:平成 27（2015）年 1月 20日 




（２）白戸 洋「大学と地域」『生涯学習政策研究 生涯学習をとらえなおす：地域づくりを支える社会教育』2013, 
p.25. 











ので，平成 26（2014）年現在，全国に 150 を超えるサポートステーションが設置されてい
る。この事業における実施主体は，都道府県の推薦を得た団体のうち，厚生労働省が選定
し，認定を受けた NPO 等の民間団体とされている。 
その一つである「湘南･横浜 若者サポートステーション」の運営団体は，不登校，引き
こもり，発達課題など生きづらさを抱える若者の自立就労の支援，そして就労の場づくり





26 年（2014）度の入学生（一般入学及び転編入学）は 631 人であり，在籍生徒（一般生）






































しては，IT 講座が設けられている。IT 講座を活用して，NHK 高校講座や学校の提供する
「IT コンテンツ」の視聴を報告することにより，日曜スクーリングの回数を減らすことが
できるのである。 



































































































































































       よるESD推進事業 
 
１． 調査対象と連携先 








 京山公民館は，平成 16(2004)年以降，地域及び学校と連携した ESD（Education for  
Sustainable Development: 持続可能な発展のための教育）に関する事業を推進し，平成
27（2015）年で約 10年間，実践を継続・発展させてきている。本稿では京山公民館が，地
域や学校と連携して取り組む ESD 推進事業を報告する。 
 

















































































































 ７． 調査者の所見 











今後更に活用されると期待できるためである。       
 
８．基本的事項   
１） 調査対象機関：岡山市京山公民館 
２） 調査対象者：岡山市京山公民館社会教育主事 田中 純子 氏 
      岡山市中央公民館指導係主任 重森 しおり 氏 
















人口 68,898 人 
図書館数 3 館：本館・恵庭分館・島松分館，ほかにブックステーション 1 か所 
蔵書冊数（雑誌を含む）：本館207,700冊 恵庭分館57,127冊 島松分館34,237冊 
建築面積：本館 2,801 ㎡ 恵庭分館 281.55 ㎡ 島松分館 208 ㎡ 
登録者数：42,143 人（うち市内 39,603 人） 
1 日当たり入館者数：976 人 
市民一人当たり貸出冊数：9.33 冊／年 
職員数：29 人（うち委託職員 20 人） 
カウンター業務などは（株）図書館流通センターに委託 
 まちじゅう図書館の事業予算（平成 25（2013）年） 
  総事業費：253 千円 
財源内訳：地域づくり総合交付金（北海道）（126 千円），一般財源（127 千円） 
 学校図書館の状況 
  蔵書冊数：小学校 9 校合計 294,762 冊 中学校 5 校合計 42,081 冊 
  児童生徒一人当たり貸出冊数：小学校 75.6 冊／年 中学校 20.6 冊／年 
  学校司書は小中学校全校に配置 
 





























ルドカフェを平成 25（2013）年５月 26 日に開いた。 



























活性化策として，まちじゅう図書館の館長有志の発案により平成 26（2014）年 10 月 26




































恵庭市立図書館 〒061-1373 北海道恵庭市恵み野西 5 丁目 10 番２ 
２）調査対象者職・氏名 
恵庭市教育委員会教育部図書課 読書推進担当主査 黒氏優子 氏 
                 読書推進担当スタッフ主事 谷口隆章 氏 
                 読書推進担当上席主任 本間洋一 氏 
３）調査年月日 平成 27 年６月 30 日調査 
 
注： 










恵庭まちじゅう図書館パンフレット 参加店 Map 
恵庭市観光振興計画 
<http://www.city.eniwa.hokkaido.jp/www/contents/1365648779458/index.html> 
（最終閲覧日：平成 28(2016)年 2 月 16 日） 
NHK ニュースおはよう日本 「出現！“図書館都市”」2014 年 1 月 19 日(日)放送分  
<http://www.nhk.or.jp/ohayou/marugoto/2014/01/0119.html>（最終閲覧日：平成28(2016)年2月16日） 
礒井純充『マイクロ・ライブラリー図鑑』まちライブラリー, 2014 
礒井純充『新時代におけるマイクロ・ライブラリー考察』カレントアウェアネス No.319, 2014 
<http://current.ndl.go.jp/ca1812>（最終閲覧日：平成 2(2016)8 年 2 月 16 日） 
地域力創造プラットフォーム 恵庭まちじゅう図書館 
<http://www.chiikinogennki.soumu.go.jp/jirei/hokkaido/01011/01231/2015-0305-1540-1804.html>
（最終閲覧日：平成 28(2016)年 2 月 16 日） 
（福本  徹） 
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７−３ 青森県むつ市立図書館：大学と社会教育施設との連携協力による 







































































































































むつ市立図書館館長 小鳥孝之 氏  
平成 27（2015）年３月５日 
青森県社会教育総合センター主幹 木村奈々子 氏 





７−４ JP タワー学術文化総合ミュージアム(東京大学総合研究博物館) 












































































































































































































〒100-7002 東京都千代田区丸の内二丁目 7 番 2 号 JP タワー／KITTE ２・３階 
２）調査対象者職・氏名：東京大学総合研究博物館館長・教授 西野嘉章 氏  





























































































                          
（３） 企業との連携 
 企業との連携では，産業創造館(大阪市経済戦略局の外郭団 






























































８．基本的事項   
１） 調査対象機関：公益財団法人大阪博物館協会 
２） 調査対象者：事業企画課長 野間 康三 氏 
  事業企画係長 大庭 重信 氏 





































































































































































































で友の会の NPO 法人化，連携・活動の拡大につながっていったのではないだろうか。 
179
 また，本事例では，行政的な必要性やキー・パーソンの存在が語られなかったことも興味









８．基本的事項   
１） 調査対象機関：認定特定非営利活動法人大阪自然史センター 
２） 調査対象者：大阪市立自然史博物館主任学芸員 佐久間 大輔 氏 
大坂市立自然史博物館普及教育担当（大阪市博物館協会兼務） 
釋 千恵子 氏 







「特定非営利活動法人大阪自然史センター 活動報告 2001‐2010」 
大阪自然史センターホームページ  <http://www.omnh.net/npo/index.html>  
 （最終閲覧日：平成 27（2015）年１月４日）     
大阪市立自然史博物館ホームページ  <http://www.mus-nh.city.osaka.jp/index.html> 
 （最終閲覧日：平成 27（2015）年１月４日）  
大阪市立自然史博物館・大阪自然史センター編「『自然史博物館』を変えていく」2009年高陵社書店 
上田裕子・五月女草子「NPO 法人大阪自然史センターの出張ワークショップ～博物館を飛び出して～」
















































































































































































８．基本的事項   
１） 調査対象機関：しいの実シアター 
２） 調査対象者：認定特定非営利活動法人あしぶえ理事長 園山 土筆 氏 




 ８−２ 兵庫県立尼崎青少年創造劇場ピッコロシアター：地域に根差した演劇の 





































































































































































８．基本的事項   
１）調査対象機関：兵庫県立尼崎青少年創造劇場 ピッコロシアタ  ー
２）調査対象者：兵庫県立尼崎青少年創造劇場 ピッコロシアター副館長兼管理部長 吉森 健児 氏 
３）調査年月日：平成26（2014）年９月30日   






８−３ 東京都千代田区「3331 Arts Chiyoda」：アートを通じ住民の 
       生活の質を向上 
 
１．調査対象と連携先 

























































で，平成 15（2003）年から開始され，全国 25 地域(平成 25（2013）年５月現在)が参加し











































































年 12 月「ちよだアートスクエア実施委員会」が設置され，平成 19（2007）年 12 月「ちよ
だアートスクエア」実現のための具体的枠組みを提示した「ちよだアートスクエア（仮称）
の設置について」が答申された。この答申に基づき，平成 22（2010）年６月に「ちよだア















































標とした住民の生活の質にどのような影響を及ぼすのか長期的成果の検証が期待される。                 
 
８．基本的事項   
１）調査対象機関：3331 ARTS Chiyoda 




（１）ちよだアートスクエア検討会「ちよだアートスクエア構想の提言」平成 18 年 10月 
（２）一般社団法人非営利芸術活動団体コマンド N（代表理事中村政人，平成 10 年発足，平成 22 年１月
法人化） <http://www.commandn.net/ > （最終閲覧日：平成 26（2014）年８月７日） 


























































 もう一方の SBI は，「学生が仕事を通して人との関わりの中で自分を見つめ直す」ことを


























































SBI 実習中の様子③ SBI 実習中の様子④ 
SBI 事前セミナーの様子
 



























































































続的に行っていることが示唆的であった。                           
 
８．基本的事項   
１）調査対象機関：コラボレーション・パーク（高知大学）高知大学朝倉キャンパス 
２）調査対象者：高知大学教育研究部 総合科学系地域協働教育部門・教授 池田 啓 氏 
３）調査年月日：平成 26(2014)年９月 19日 








  の源泉は関係者の信頼コミュニティ化」『Collaboration（高知大学教育研究部総合科学系地 
  域協働教育学部門研究論集）』Vol.2，pp.22-33. 
大石達良・福井美和（2011）「人間関係形成インターンシップ（SBI）：仕事を通し人との関わり 
  の中で自分を見つめ直す」『Collaboration（高知大学教育研究部総合科学系地域協働教育学 
  部門研究論集）』Vol.2，pp.34-41. 
大石達良・福井美和（2013）「首都圏 SB インターンシップの開始：SBI の新たな取組み」 
  『Collaboration（高知大学教育研究部総合科学系地域協働教育学部門研究論集）』Vol.4， 
  pp.38-42.  
                                       （佐藤 智子） 
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９−２ さがまちコンソーシアム：魅力あふれる地域社会を創造する若者 











































































（調査者撮影 2014 年 11 月 4 日） 
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ある効果的な活動になっていることを強く感じた。   
 
８．基本的事項   
１）調査対象機関：さがまちコンソーシアム 
２）調査対象者：さがまちコンソーシアム事務局 江藤 佑 氏 
３）調査年月日：平成 26(2014)年 11 月 4 日 
                                   
注： 
（１）「さがまちコンソーシアム事業案内 2014」より  
                                   （佐藤 智子） 




       開発と日本経済活性化の両立を目指した国際協力 
 














縄県と JICA の間で連携協定が締結された。 









 なお，JICA 沖縄の所在地は，沖縄県浦添市字前田 1143-1である。 
 
２． 事業の概要  















式会社 F 商事（沖縄県浦添市）の事例を扱う。F 商事は沖縄県において，JICA 民間連携事
業のうち複数の事業を組み合わせて，海外展開を行った最初の事例である。その事業の組
み合わせとは，上記(１)から(３）に示されているものである。 









































































































































２）調査対象者職・氏名：沖縄国際センター所長・柏谷 亮 氏 
市民参加協力調整員民間連携担当・平野 純子 氏 
３）調査年月日：平成 26（2014）年 12月 12日 
 
注： 
（１）沖縄国際センター<http://www.jica.go.jp/okinawa/office/about.html>     
  （最終閲覧日：平成 26（2014）年 12 月 19日） 
（２）沖縄 21 世紀ビジョン<http://www.pref.okinawa.jp/21vision/> 
































されている PPP に関する仕組みとして，PFI や指定管理者制度が存在する。 










































































































ていることが明らかとなった。事例調査では，民設民営の NPO 法人 NPO サポートセン
ターの活動【事例３−３】や，「プロボノ」の活動で知られる NPO 法人サービスグラント
【事例３−２】，公設公営の鹿児島県共生・協働センター【事例３−１】，公設民営の認定









































































原田晃樹, 2011, 「NPO と政府との協働」原田晃樹・藤井敦史・松井真理子『NPO 再構築への道：パー
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Epstein, Marc. J. and Kristi Yuthas, 2014, Measuring and Improving Social Impacts, 
Barrett-Koehler Publishers. 〈邦訳〉鵜尾雅隆・鴨崎貴泰監訳, 2015, 『社会的インパクトとは何
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OECD, 2008, Private-Private Partnerships in Pursuit of Risk Sharing and Value  










第一段階は，2008 年から 2010 年にかけて行われた，「学習の本質」を明らかにしようとす
る「学習研究（Leaning Research）」である（OECD・CERI, 2008；2010=2013）。この視
点に基づき，第二段階では 2009 年から 2012 年にかけて，各国の先進的事例からイノベー
ションの原動力や阻害要因，持続性，影響や効果などを明らかにする「イノベーティブな
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 ILE に関する本事例研究は，OECD/ILE プロジェクトのために編纂されたものである。
調査は，王立小児病院教育研究所のチシャーニ・ザーズリン氏（Tsharni Zazryn），リザ・
ホプキンズ氏（Liza Hopkins），ジュリー・グリーン氏（Julie Green），グレンダ・スト
ロング氏（Glenda Strong）が担当し，ILE プロジェクトの調査指針に従って行われた。 




The Royal Children’s Hospital Education Institute, Melbourne, Australia, Inventory Case 
Study, Innovative Learning Environments.    
© 2012 OECD 
© 2012 The Royal Children's Hospital Education Institute, Melbourne, Australia  



































そして子供医療パートナーシップコンソーシアム（Children’s Health Partnerships 

























































力しながら活動している（RCH Education Institute, 2011a）。RCH教育研究所は，ビクト






























職業達成や，稼得能力，生活の質に影響を及ぼしかねない（Shankar et al., 2005; Haas & 
Fosse, 2008）。子供たちの学習には自分の人生と関連を持ち続けることが重要であること
や，子供たちは学校外の代替的な学習空間と場所においても学習に取り組んでいるという




















ィティの連続性などの成果につながることになる（Niselle, Green & Scrimshaw, 2011）。 


























証明書（Victorian Certificate of Education，VCE）や，ビクトリア応用学習証明書（Victorian 




替的な学習空間や場所との関わり（Comber and Kamler, 2004）を基礎とし，発達段階に























































月 テーマ 特別な日／週間 
１月 地球の下にある土地（オーストラリア） 建国記念日 
２月 全て私のこと（文化に焦点を当てて）  
３月 私たちは一つで多様 文化的多様性週間 
４月 つながろう（情報通信技術と技術） 全国若者週間 
アンザック・デー 
５月 学びの旅 教育週間 
謝罪記念日 




８月 祝おう 全国科学週間 
読書週間 
リテラシー・ニューメラシー週間 
９月 位置について，用意，ドン！（スポーツ） 平和の日 
10月 グリーンになろう（リサイクル） 子供週間 
11月 活動しよう（変容） リサイクル週間 
患者移動日（新RCHへ） 










































 赤と黒―勇気と強さ 3（17%） 
 赤と黒―手を取り合おう 6（35%） 
 白と黒―手を取り合おう 5（29%） 
 赤と黒―割れ目を埋めるお手伝い 8（47%） 
 白と黒―割れ目を埋めるお手伝い 2（11%） 
 黒・銀・青―さあ！君なら出来る！ 1（5%） 
 青と橙―勇気 1（5%） 








































































































































































































































































































































































































私は，ただそれが普通のことだと思うように努力しました」（Nisselle, Green and 





































































































































































































学習は大変，貴重なものです」（Principal, North Melbourne Primary School, RCH 




















a）第１週                 b）第５週 
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おり，これらには国際学習到達度調査（Programme for International Student Assessment, 
PISA），国際識字能力研究（Progress in International Reading Literacy Study, PIRLS），
国際数学・理科教育調査（Trends in International Mathematics and Science Study, 
TIMSS）などがある。 
 
２. 概 要 
オールズ高等学校は，アルバータ州政府管轄のチノックス・エッジ校区（Chinook’s Edge 













































政府に提出した。州政府は 670 万ドルのうち 50 万ドルを割いて更なる調査を実施した。第
２次調査が完了し，合意が得られ，CLC 構想は約 3,400 万ドルの助成を受けて開始される
ことになった。コミュニティにとって潜在的な利益があると見たその他の協賛者により，














・ 環境面での持続可能性を確保・推進できるキャンパスの創造  
・ 田園コミュニティ開発の促進 
CLC において必須の構成要素であるオールズ高等学校は，オールズ・カレッジの中のラ
ルフ・クライン・センター内にある。同校は 9～12 年生までの約 650 人の生徒を擁してい
る。高校に加えて，ラルフ・クライン・センターには幾つものコミュニティ組織と施設が
ある。チャイルド・ケア・センタ （ーChild Care Centre），健康・ウェルネス・センタ （ーHealth 
and Wellness Centre），統合キャリア・センター（Integrated Career Centre），並びに中
292





並びにアルバータ雇用・移民局（Alberta Employment and Immigration）でカウンセラー
を利用することができる。そしてその双方ともラルフ・クライン・センターにある。ほん



















鋳造，溶接，大工，等々の多くのキャリア・テクノロジー研究（Career and Technology 
Studies (CTS)）コースを選択している。高校生は 1990 年代からオールド・カレッジでの

















・ トレード・テクノロジー研究所（Trades and Technology Labs），研究ラボ，その他の
施設がオールズ・カレッジ・キャンパスの各所に点在していること 
















・ CLC とカレッジ施設を活用したレベルの高い学習機会の提供 
・ 指導に対するチーム・アプローチの奨励 
・ 生徒の個性に即した学習のサポート 


























































・ ベル・e-ラーニング・センター内の CTS 教室・ビデオ会議室 
















































































































































































































































































利用されている。生徒は 9 年生時に e-ポートフォリオを開始する。生徒の学習実績は同校
















































オールズ高等学校には総勢 45 人のスタッフがいる。そのうち 33 人が直接，教育活動に




































































































































































関与，学究的関与や知的関与を通じての教室の変革（What Did You Do In School Today? 
309
Transforming Classrooms Through Social, Academic and Intellectual Engagement）」と
いう長い標題を持つ最近のカナダの中等学校生徒の研究によれば，研究者は，カナダの中
等教育における生徒の学習への関与，特に知的関与の度合いがかなり低いことを発見した。





















































































９年生は全員毎年「子どもを職場に連れて行こうデー」（Take Our Kids to Work Day）
に参加する。 
・ 同校は，毎年，行われる中等後レビュー・イブニング（Post-Secondary Review 
Evening：西部カナダの 30 を超える機関の代表が参加）を主催する。 
・ 加えて，同校はアルバータ州の様々な中等後教育機関と共に申し込み推進運動を主催
する。 











-11 年生－CALM 20 と個人別 e-Folio の更新。 






例えば CMHF 健康発見デー（CMHF Health Discovery Day）やカナダとの遭遇
（Encounters with Canada）等がある。これらの活動や，その他，多くの活動は学校
のウェブサイトで閲覧可能。生徒はキャリアへの関心を追求するために課外授業
（Off-Campus Education, OCE）に参加するよう奨励されている。OCE には，ワーク・
エキスペリエンス（Work Experience），RAP，次世代健康キャリアインターンシップ
（Careers Next Generation Health Careers Internship）等がある。 
・ 100 社を超える地場の企業が RAP，知識と雇用プログラム（Knowledge and 
Employability Program），オールズ高等学校での主要な職業経験の機会に参加する。 
・ キャリア準備のための教育としては，高校生向けの登録職業訓練生プログラム





















































これに加えて，生徒はテル・ゼム・フロム・ミー（ Tell Them From Me ）
（http://www.thelearningbar.com/）という国のエンゲージメント調査に参加している。教
師と運営サイドは，特に生徒の知的関与（engagement）に関心を持つ。 












項目 生徒満足度  
2010-2011  
中等後教育に関する情報へのアクセス方法を知っている 89%  
キャリアに関する意思決定に役に立つ十分な資源がある 87%  
卒業後必要になるスキルを学んでいる 82%  
  
図表３－３ 学校満足度調査結果：学校の安全度・ケア・レベル 
項目 生徒満足度  親の満足度  
2010-2011  2010-2011  
生徒／親が学校で歓迎されているか 93%  85%  
生徒は学校が安全であると感じているか 85%  80%  
生徒は学校でベストを尽くすよう奨励されてい
るか 
87%  91%  
同校は体育活動，健康・ウェルネスを推進して
いるか 
92%  92%  
生徒がうまく行ったときなどに褒められている
か。 
68%  89%  
多くのカリキュラム外活動のオファーがあるか 89%  98%  
学校で生徒同士がお互いに気を配っているか 87%  84%  
  
図表３－４ 学校満足度調査結果：コミュニケーション 
項目 親の満足度  
2010-2011 結果  
同校は効果的に親との対話があるか 90%  
同校は学校行事に親を巻き込んでいるか   86%  
同校は教育の質を向上するプロセスがあるか   86%  

















機会となっている。アルバータ州の高校柔軟性強化プロジェクト（Alberta’s High School 
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３．クオピオ文化パスプログラム   
目標  
・ クオピオ市の小・中学生全員が，市の文化サービスを利用できるようにする。 





















・ 2009 年，23 校 9,000 人の生徒，各クラスレベルで 1,000 人の生徒が本プログラムに参
加した。 
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図表４−１ パスの説明 
 １年生レベル 図書館パス 
・ クオピオ市立図書館―北部サボ地区図書館，本館，分館  
・ 図書館における発表会，物語，遊びのセッション  
 ２年生レベル：芸術パス 











 ６年生レベル： ダンスパス 
・ ミニミダンスシアター，双方向的なダンスゲーム  
・ ダンスパフォーマンス，ダンスゲーム  
 ７年生レベル：音楽パス 





 ９年生レベル：K9 カード 
・ クオピオにおける文化施設と映画  




















































































2010 年秋は，クオピオ地域の六つの学校 18 クラスと，教師と演劇パスに参加した。関連
する演劇ワークショップは，2010 年秋に開始し，2011 年春まで続いた。2010〜2011 年度
の間，これらのワークショップは，クオピオ市文化サービスセンターが雇用した演劇指導
者であるアンニ・マリン氏（Anni Marin）の指導の下行われた。 




















 演習１ 集中力を磨く演習 
・ 生徒で輪を作った。 
・ 生徒 A が，視線を向けることで他の生徒 B を選んだ。 
・ 視線が合った生徒 B は，「はい」と答えてアイコンタクトがなされたことを伝えた。生
徒 A は，生徒 B に向かって歩き始めた。 
・ 生徒 A が生徒 B のところにたどり着く前に，生徒 B は別の生徒 C に目を向け，生徒 A
のために輪の中の場所を空けた。 



















































































































































































































































































































































の共有や，いわゆる「知識の知的蓄積（Kumpulainen,Krokfors, Lipponen, Tissari, Hilppö, 
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１． 手 法 

























































11・12 年生 13 年生 
高学年グループ 
10 年生 
チンチラ組 ピューマ組 サソリ組 ディンゴ組 
中学年のグループ 
イルカ組 タカ組 カンガルー組 オオカミ組 
  サブグループ 









 この構成は，同校のこれまでの独自な進化の賜物である。３歳から 20 歳の，就学前から
最終学年まで 448 年の生徒が同校で学んでいる。教師 48 人，幼児教育担当者８人，アドバ
イザー５人，経営者１人，用務員１人，スクールワーカー１人，事務職員２人が職員とし
て採用されている。このうち教師７人及び幼児教育担当者は，学校創立当時から勤務して


































































































































































House ），ロマンティック・ハウス（ Romantic House ），ワンワールドハウス
（One-World-House），イェーナ公共ラジオチャンネル（Public Radio Channel Jena），シ
ャラホフ公共映画館（public cinema in the Schillerhof），イェーナ市の不動産事務所
（Kommunal Real Estate Office of the City of Jena），エルンスト・アッべ公共図書館
（Ernst-Abbe Public Library），イェーナ応用科学大学（University of Applied Sciences 
Jena），EJBW，テューリンゲンの成人教育協会（Protestant Adult Education Thuringia），
社団法人フィロソフィア（Philosophia e.V.），Imaginata, the Heritage Office，ゴール市
立博物館（City Museum Göhre），社団法人ディスクルス（Diskurs e.V.），社団法人グラン
ド・グヌーグ（Grund genug e.V.），イェーナ劇場（Theater House Jena），ワイマール国
立劇場（German National Theatre in Weimar）である。また，2000 年 1 月以来，イェー
ナプラン学校の生徒とニカラグアのサンマルコスにある「イエスの心（Corazón de Jesús）」
という学校の間で国際交流が行われている。 
 さらに，2004 年から「フェンス越しの眺め（BÜZ, Blick über den Zaun”）」を始めとす














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































３.簡単過ぎる      難し過ぎる   
|-----------------------|-----------------------| 
課題は，今まで学んだ内容に沿っている。
４.長過ぎる        短過ぎる   
|-----------------------|-----------------------| 
課題を解くための時間は， 
５.０時間           ６時間 
|-----------------------|-----------------------| 
授業以外で週間計画に取り組んだ時間は，










































































08:00 –9:50 工作・美術 学習者グループワーク クラス クラス 音楽
09:50 –10:15
10:15 –11:55 クラス クラス クラス
11:55 –12:45
12:45–13:35 クラス クラス クラス クラス セレブレーション
13:40–14:25 放課後活動 放課後活動 オーケストラ練習













08:00 –9:50 クラス クラス 学習者グループワーク
09:50 –10:15
10:15 –12:00 クラス 学習者グループワーク クラス
12:00 –12:55 音楽 学習時間 クラス
12:55 –13:45
















































12:00 –12:55 音楽 学習時間 クラス
12:55 –13:45

















① 学習者グループワーク  
＜コンセプト＞ 
 イェーナプラン学校は，３〜６歳の就学前・幼稚園，１〜３年生のサブグループ，４〜










































































































































































































































る。この表図５-13 は，2008 年から 2010 年にかけてプラスの乖離率が大きくなっているこ
とを示している。 
     
  
年度 修了資格・卒業資格 受験者数 合格者数 合格
率
（％）
ハウプトシュールアップシュルス相当 5 5 100
ハウプトシュールアップシュルス
（中等教育修了資格） 0 0 100
リアルシューレアップシュルス
（高レベルの中等教育修了資格） 34 34 100
アビトゥーア（大学入学資格） 21 21 100
ハウプトシュールアップシュルス相当 1 1 100
ハウプトシュールアップシュルス
（中等教育修了資格） 0 0 100
リアルシューレアップシュルス
（高レベルの中等教育修了資格） 36 36 100
アビトゥーア（大学入学資格） 18 18 100
ハウプトシュールアップシュルス相当 1 1 100
ハウプトシュールアップシュルス
（中等教育修了資格） 1 1 100
リアルシューレアップシュルス
（高レベルの中等教育修了資格） 39 39 100





図表５－13 2008〜2010 年のテューリンゲン州におけるコンピテンシーテストの結果 
テスト年度 テューリンゲン州の補正平均（６）からの乖離率 
2008 年 約８％ 
2009 年 約７％ 
2010 年 約 11％ 
 








































はならない原則の一つである」（School Report of the Independent School Jenaplan School 




あるのかどうか （略）探してみるのも面白いかもしれない」（School Report of the 


































教育と学習 生徒 保護者 教師 生徒 保護者 教師 
事実に関する知識や教科の知識
の伝達に関する満足度 
85 89 90 78 78 73 
学習法と教育法 85 88 74 79 72 83 
バランスのとれた授業 70 --- 91 67 --- 79 
肯定的な社会的行動の奨励 
（子育ての有効性） 
83 86 99 76 74 93 
個々の生徒への支援 85 88 98 75 84 95 



















有効性 生徒 保護者 教師 生徒 保護者 教師 
教科のコンピテンシー／ 
事実的コンピテンシー 
72 --- 79 68 --- 75 
方法論的コンピテンシー 88 55 97 82 77 89 
社会的コンピテンシー 90 91 94 79 74 85 
セルフコンピテンシー 
（自己有能感） 
82 90 99 74 63 80 



















80 94 99 77 79 93 
親しみやすく安心感のある 
雰囲気 
78 95 96 69 78 84 

























































活動の際に見られる内的な分化とは対照的である。（Ministerium für Kultus，Jugend und Sport 
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③12 年か 13 年の学校教育後に得られる，それぞれ「アビトゥーア（Abitur）」や「ファッハアビトゥーア
（Fachabitur）」と呼ばれる，最高レベルの高校教育修了資格と高等専門学校修了資格，の三つである。
大学に進学するにはアビトゥーアかファッハアビトゥーアが必要である。これらには，ドイツの教育制
度では初等教育及び中等教育（I 及び II）を卒業した後に進級できる。中等教育 II は，中等教育 I の 10
年目の課程の後に引き続き履修する教育であり，中等教育 I は，初等教育修了後に進級する教育課程であ
る（８。） 
 ドイツの生徒は，６歳から 10 歳まで小学校に通う。小学校ではそれぞれの生徒に対して，４年生時及び
最終学年時に前述した三つの中等教育である，基幹学校（Hauptschule），実科学校（Realschule），ギム
ナジウム（Gymnasium）のいずれかの中等学校を進学先として推薦する。テューリンゲン州の，５年生
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プロジェクトは，2008〜2009 年度のゲレロ州の 204 の共同体学校における試行段階を経























































































































































































































































































































































































































































































の生徒の割合は，2009〜2010 年度に劇的に低下した。2009 年の 59.3%に対し，2010 年に
は 8.3%となった。生徒たちの総合的な成績は，2009 年と比べて平均で 14.7%向上した。生
徒たちの算数の成績は 30.2%，国語は 9.2%向上した。 
 
図表６－３ 全国学習到達度調査（算数） 










が 32.2 %（1.8 ポイント），国語が 32.6%（1.5 ポイント），社会科学が 10.6%（0.6 ポイン

























































































































当する 16～29 歳の若い男女のこと。対価として自らの教育を続けるための奨学金を受け取る。 
Communitarian school（共同体学校）：全国教育促進協議会が，メキシコで最も周辺的な地方部や先住民
の地域で力を入れている基礎教育のサービス。 








されており，生徒の年齢層は平均して６歳から 12 歳である。 
National Assessment of Academic Achievement in School Centers（ENLACE，学校センターによる全国
学力達成度評価）： 初等教育レベルで３学年から６学年までの子供たちに適用される全国的な標準評
価。国語・算数の公式カリキュラムに基づいており，毎年異なる第３科目も併せて評価する。例えば，
2008 年には環境科学，2009 年は市民と道徳，2010 年は歴史であった。この目的は，各知識領域にお
ける生徒の知識とスキルについて，比較できる情報を提供する，統一的な全国指標を生みだすことに
ある。 
High School Education（高等教育）：中等教育修了後の教育段階。メキシコでは義務教育となっていない。 
Itinerant Pedagogical Advisor（API プログラム，巡回教育アドバイザー）：全国教育促進協議会が提供す
る初等・中等段階の共同体教育のサービスにおいて，API プログラムプログラムを担当する大学卒業
者。サービスを提供する代わりに給与を受け取る。 
Levels（in communitarian elementary education）（初等教育における共同体教育のレベル）：全国教育促
進協議会の初等教育は三つのレベルで構成される。正規教育制度において，レベル I は１学年と２学
397












（１）Conafe の初等教育は三つのレベルで構成される。レベル I は正規教育制度における１学年と２学年，












（15）評価は，学年度の第 4 学期に行われる。このため，全国学習到達度度調査 2009 年は，2008〜2009
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（教育省 教員養成・教育研究・革新研究所所属 2011 年 4 月） 
はじめに 





首都，セビリアにある CIEP アンダルシアについてのものである。 








（１） ILE に関する参考文献，内部文書，規制，学校プロジェクト，立法の見直しと分析 






































































図表７−1 現在のスペインの教育制度の構造：教育法（2006 年 5 月） 
 























３. CIEP アンダルシアについての説明 
（１）一般的情報 
 1979 年に開校した CIEP アンダルシア（１）には，初等前教育（３～６歳，ISCED 0）か
ら初等教育（６から 12 歳，ISCED 1）の 6 年生まで，教育レベルの異なる生徒が合計で
269 人いる（図７−１参照）。初等前教育の第 2 サイクルと初等教育の間に 1 本（グループ
又は教室），初等教育の中では 2 本（A 及び B），カリキュラムを分ける線が引かれている。
生徒の 92%がロマ民族の集団に属し，その 100%が社会的に疎外されるリスクを負っている。














- 2008 年にスペイン麻薬摂取防止財団（Fundación de Ayuda contra la Drogadicción），
スペイン UNESCO 国内委員会及び BBVA 銀行によって組織された Premio a la Acción 
Magistral 賞（優秀な技能的行為に対して与えられる）。 
- 教育省からアルフォンソ 10 世（ Alfonso X El Sabio）市民勲章の栄誉の盾を授与され
る。 
 































































・ プログラム 1： 落ちこぼれと不登校を根絶するためのプロセスと手順の策定 
 － 措置 1.1. 不登校の防止，対策とモニタリングの計画 
 － 措置 1.2. 指導と監督の計画。インクルージョンのための施策 
 
・ プログラム 2： 学校教育と学校設備の組織化 
 － 措置 2.1. 設備の組織化 
 － 措置 2.2. 学区 
 
・ プログラム 3： 学校のインフラと機器設備の最適化，提供，改良と保持 
 － 措置 3.1. 教育用機器設備と教育インフラの改善 
 － 措置 3.2. 教員の安定を保証するための手段 
 － 措置 3.3. 養成計画 
 
・ プログラム 4： 継続的教育の促進 









 この学校における ILE の発展を理解するためには，この学校の抱えていた教育問題を検
証することが極めて重要である。 












































































































































































 更に 2003〜2004 年度には，プロジェクトワークの方法論を掘り下げて学校に教育学上の
変化を効率的に導入するための講座がスタートした。獲得したあらゆる知識を利用して，












































- 強化： 研究，研修及び評価 















































































































































































 Entre Amigos（友人の間で）（４），Unión Romani de Andalucía（アンダルシア・ロマ人
連盟）（５），Deporte y Ocio 2001（スポーツ・レジャー2001），Emisora Culural Canaria
（カナリア諸島文化ラジオ局），Mujeres Progresistas（進歩的女性），Mujeres Gitanas 





















































































2006-2007 年度 10 月以降，
教室内の相互作用グループが

























































































































－ 著者や画家と会う： ローラ・カサスとの間に行われたようなこと。2007-2008 年に，
生徒たちはローラ・カサスのサイン本『Tú acabas los poemas（詩を完成するのはあ
なた）』に基づき詩を完成し著者に送った。2008-2009 年に，学校は同じ表題の本を





次の本が刊行されている：『Sepa y sus extraňos amigos（セパとその風変わりな仲間
たち）』（学校の共同著作），プラネタ出版社による『Mi ciudad, Sevilla（私の町セビ
リア）』，3 年生の生徒たちによる本，『El libro de nuestros nombres（私たちの名前
の本）』，やはり共同著作である『Cuentos por la igualdad, niňos y niňas que quieren 
construer juntos（平等のための物語，一緒に作り上げたいと思う少年・少女たち）』，







































写真 10 新聞の第一面 















































































































































































































写真 12 入り口ホールの壁画 
 
写真 13 正面玄関 
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－ 学業成績： アンダルシア議会（「Junta de Andalucía」）の地域教育局が行った診断
評価テスト（９） の結果，学業成績の進歩が見られる。2006-2007 年度の数学的推論能力評








－ 不登校： 不登校がだんだん減少している。当初は不登校率が 60%であった。2006-2007














８. 結 論 
 この学校の ILE の特性分析を踏まえて特定された，幾つかの重要な点を最後に述べる。












































































（２）2009 年マルタ・マータ賞，教育省 （p.14） 
















育の第 4 学年の生徒のみである。 
（監訳：中村 由香） 
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